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Ⅰ 平成３１年度暫定予算編成方針 
  

 

 第１  基本方針   

 

   平成３１年度当初予算においては、統一地方選挙が行われるため、４月から７月までの暫定

予算を編成した。 

   ４か月間に必要な行政運営経費を計上する。 

 

 

 第２  一般会計に関する事項 

 

   １ 歳出に関する事項 

     （１）人件費 

            法令及び条例等の規定により、４月から７月までの所要額を措置する。 

    （２）社会保障費 

      国の制度改正や対象人員の変動等を踏まえ、４月から７月までの所要額を措置する。 

    （３）公債費 

      償還計画に基づき、４月から７月までの所要額を措置する。 

    （４）投資的経費 

・ 補助公共事業費については、前年度当初予算額の６５％を基準として措置する。 

ただし、平成２９年７月九州北部豪雨災害及び平成３０年７月豪雨災害に係る 

災害復旧・復興対策関連事業費については、所要額を措置する。 

・ 単独公共事業費については、前年度当初予算額の６０％を基準として措置する。 

・ 災害復旧費については、復旧計画に基づく所要額を措置する。現年災害復旧費 

は、応急復旧に要する経費を措置する。 

     （５）行政施策費 

     ４月から７月までに執行する必要がある経費について措置する。 

   

２ 歳入に関する事項 

    （１）特定財源 

      歳出予算に対応する額を計上する。 

    （２）一般財源 

      収入の時期を勘案のうえ、県税及び普通交付税を主な財源として計上する。 

  

３ その他の予算事項 

    債務負担行為等必要な事項について措置する。   

 

 

 第３  特別会計及び公営企業会計に関する事項 

 

   一般会計の例に準じる。  



１．総　　括

（一 般 会 計、特 別 会 計） （単位：千円）

比　　較

（Ａ）/（Ｂ）

一 　 般 　 会　  計 40.8

　(１５会計） 　(１５会計）

24.2

合　　　　　計 34.8

（公 営 企 業 会 計） （単位：千円）

収　入

支　出

収　入

支　出

収　入

支　出

収　入

支　出

収　入

支　出

収　入

支　出

収　入

支　出

収　入

支　出

収　入

支　出

収　入

支　出

区　　　分

706,129,749

238,645,118

944,774,867

特 　 別 　 会　  計

平 成 ３ １ 年 度

暫 定 予 算 （ Ａ ）

平 成 ３ ０ 年 度

2,778,436

1,732,548,855

985,427,278

2,717,976,133

平 成 ３ ０ 年 度

当 初 予 算 （ Ｂ ）

5,398,911

3,550,106

178,014

会　　計　　名 区　　　　分
暫 定 予 算 当 初 予 算

2,580,561

平 成 ３ １ 年 度

収 益 的 収 支

403,487
資 本 的 収 支

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支

4,884,965

2,257,529

2,045,841

127,118

25,133

4,994,133

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支

Ⅱ　平成３１年度暫定予算計上額調

2,257,623

2,061,655

1,067,000

1,752,767

225,577

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支

1,017,903

1,253,801

99,300

121,637

194,254

181,195

0

300,088

3,088,019

病 院 事 業

電 気 事 業

工 業 用 水 道

事 業

工 業 用 地

造 成 事 業

合　　　計

113,107

326,844

620,744

707,543

533,687

2,030,813

426,144

1,855,420

482,710

0

1,958,751

22,519

533,687

0

％
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２．一般会計歳入予算額調

（単位：千円）

平 成 ３ １ 年 度 平 成 ３ ０ 年 度

暫 定 予 算 当 初 予 算

１． 県 税 218,113,393 617,289,280

２． 地 方 消 費 税 清 算 金 40,256,012 186,902,404

３． 地 方 譲 与 税 5,917,245 88,550,577

４． 地 方 特 例 交 付 金 1,020,581 1,804,559

５． 地 方 交 付 税 120,374,766 246,606,818

６．
交 通 安 全 対 策

特 別 交 付 金
681,066 1,592,728

７． 分 担 金 及 び 負 担 金 3,186,490 7,618,657

８． 使 用 料 及 び 手 数 料 8,664,204 17,818,171

９． 国 庫 支 出 金 112,854,322 186,301,735

10． 財 産 収 入 1,288,647 2,591,015

11． 寄 附 金 27,015 53,929

12． 繰 入 金 5,379,089 15,192,444

13． 繰 越 金 1 1

14． 諸 収 入 120,863,433 134,279,837

15． 県 債 67,503,485 225,946,700

706,129,749 1,732,548,855合　　　　　　　計

款　　　　　　　名
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３．一般会計歳出予算額調

（単位：千円）

平 成 ３ １ 年 度 平 成 ３ ０ 年 度

暫 定 予 算 当 初 予 算

１． 議 会 費 1,272,175 2,935,657

２． 総 務 費 28,465,965 57,364,064

３． 保 健 費 70,532,904 224,099,079

４． 環 境 費 2,110,226 3,187,407

５． 生 活 労 働 費 63,023,302 152,396,909

６． 農 林 水 産 業 費 33,999,880 57,356,004

７． 商 工 費 115,255,544 120,553,012

８． 県 土 整 備 費 80,545,879 145,004,783

９． 警 察 費 49,590,144 127,859,904

10． 教 育 費 127,721,768 305,120,388

11． 災 害 復 旧 費 28,948,431 22,356,577

12． 公 債 費 23,455,389 220,591,597

13． 諸 支 出 金 81,108,142 293,523,474

14． 予 備 費 100,000 200,000

706,129,749 1,732,548,855合　　　　　　　計

款　　　　　　　名
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４．特別会計予算額調

（単位：千円）

平 成 ３ １ 年 度 平 成 ３ ０ 年 度

暫 定 予 算 当 初 予 算

3,447 10,238

64,139,377 475,156,183

1,353 15,153

150,263,605 459,294,501

208,496 426,046

713 2,244

2,842 67,032

54,948 335,705

33,959 100,785

86,046 170,367

33,559 1,510,490

320 1,234

2,662,495 18,544,940

17,568,794 23,242,732

3,585,164 6,549,628

238,645,118 985,427,278合　　　　　　　計

会　　　　　計　　　　　名

財 政 調 整 基 金

公 債 管 理

市 町 村 振 興 基 金

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

災 害 救 助 基 金

就 農 支 援 資 金 貸 付 事 業

県 営 林 造 成 事 業

林 業 改 善 資 金 助 成 事 業

国 民 健 康 保 険

流 域 下 水 道 事 業

住 宅 管 理

小規模企業者等設備導入資金貸付事業

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 助 成 事 業

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業

県 営 埠 頭 施 設 整 備 運 営 事 業
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５．主な計上額調
（単位：千円）

課　名 科　目 事　　項　　名 予　算　額 説　　　　　　　　　　明
課表示 款 項 目 事項新規事項表示 予算表示 新規表示説明 予算額

(   0) ○ 九州・山口各県が連携した取組みや県内のイベント等に
おける「九州ロゴマーク」の活用に要する経費

25,587 
(   0) ○ 県庁内託児施設の整備に係る庁舎改修のための実施

設計に要する経費

5,200 
(2,183,185) ○ 防災・行政情報通信ネットワークの再整備に要する経費

3,961,059 
○

268
○ 市町村等が行う再生可能エネルギー利用可能性調査へ

の助成 12,596
○ 再生可能エネルギー導入支援アドバイザー派遣事業費 59
○ 再生可能エネルギー導入支援システム運用費等 2,524

(451,657)
○ 中小企業者による再生可能エネルギー設備の導入、建

築物の省エネ改修及び水素ステーションの整備等に要
する資金の低利融資

401,226 ・融資枠　   　   9.5億円
・貸付利率　　　1.1～1.3％

(債務負担行為) 4,800 ○ 信用保証協会に対する損失補償

(8,283) ○ 筑後田園都市推進評議会負担金等
・スポーツ交流促進事業費 3,718

8,055 ・筑後地域の観光魅力発信に要する経費等 4,337
(8,265) ○ 京築連帯アメニティ都市圏推進会議負担金等

・京築神楽を活用した「文化の力」蓄積事業費 1,155
7,445 ・体験型観光事業費等 6,290
(2,553) ○ 遠賀・中間地域のプロジェクトの実施に要する経費

・魅力発見・体験型交流事業費等
1,914 

　 ○ 糟屋中南部地域広域連携プロジェクト推進会議負担金 195

(2,941)
○ 宗像・糟屋北部地域広域連携プロジェクト推進会議負担

金 180
○ 朝倉地域のプロジェクトの実施に要する経費

・観光情報サイトでの情報発信に要する経費 1,316
・朝倉型グリーンツーリズム定着事業費等 879

○ 嘉飯地域のプロジェクトの実施に要する経費
・嘉飯の魅力めぐり体験交流推進事業費等 3,952

(14,407) ○ 直方・鞍手地域のプロジェクトの実施に要する経費
・ものづくり体験交流イベント推進事業費等 3,296

13,112 ○ 田川地域のプロジェクトの実施に要する経費
　 ・地域全体の魅力を発信する田川まるごと博物館事業費

等 5,864
(5,196) ○ 糸島地域のプロジェクトの実施に要する経費

・学官連携による糸島農業振興事業費 2,102
4,512 ・郷土愛を持つ人材を育成する「いとしま学」事業費等 2,410

○ HAWKSベースボールパーク筑後での「筑後七国観光
フェスタ」の開催に要する経費 1,754

○ 筑後七国の観光情報発信に要する経費
・県外観光PR活動に要する経費 225
・体験型観光ツアーに要する経費 450
・季刊情報誌の発行等に要する経費 1,732

(62,574)
○ 首都圏等からの移住促進のための相談窓口「ふくおかよ

かとこ移住相談センター」の運営に要する経費 45,396

53,714 
○ 移住・定住希望者向けガイドブックの改訂等に要する

経費 8,318
(   0) ○ リニューアルオープンイベント等に要する経費

4,600 
(   0) ○ 選挙費 1,303,961

1,323,263 
○ 選挙臨時啓発費 19,302

(87,333) ○ 主要なターミナル駅の駅舎等の耐震改修に対する助成

31,184 
(48,076) ○ 平成筑豊鉄道における観光列車及びマルシェのプロ

モーションに要する経費
1,434 

予算額欄の上段（　　）は、前年度当初予算額を示す。

4,161 

総合政策課 ２ ２

広 域 地 域
振 興 課

２ ２ ２

２

再生可能エネルギー等
導入促進費

県 民 情 報
広 報 課

2,570 

部
名

九州ロゴマーク活用推進費２

防災企画課 ２ ６ １
防災・行政情報通信
ネットワーク整備費

１ ３ [新]

県庁内託児施設整備費
総 務 事 務
厚 生 課

２ １ １

総

務

部

(4,149)

糸島地域活性化事業費

知事及び県議会議員
選挙費

福岡県移住・定住促進費

関門海峡ミュージアム
利用促進費

筑後七国活性化事業費

筑後田園都市圏構想
推進費

筑豊地域活性化事業費

京築連帯アメニティ
都市圏構想推進費

遠賀・中間地域活性化
事業費

福岡近郊地域活性化
事業費

企

画

・

地

域

振

興

部

市 町 村
支 援 課

交通政策課 ２ ２ ３

鉄道駅舎等耐震改修
事業費

平成筑豊鉄道利用促進費

２ ５

エネルギー対策
特別融資費

３
４

市町村における再生可能エネルギー等の導入計画立案
への支援に要する経費

(27,457)

15,447 
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（単位：千円）

課　名 科　目 事　　項　　名 予　算　額 説　　　　　　　　　　明
課表示 款 項 目 事項新規事項表示 予算表示 新規表示説明 予算額

部
名

○ 北九州空港利用促進協議会負担金等
・旅客便の就航に対する助成 73,489
・貨物便の就航等に対する助成 68,214
・エアポートセールス、広報等に要する経費 3,639

(60,618) ○ 北九州空港の国際線を利用した旅行商品販売促進のた
めの海外の旅行会社に対する助成

15,366 

(14,382)
○ 福岡の食・文化・県産品等の魅力を発信するプロモー

ションに要する経費 5,545

14,062 
[新] G20福岡財務大臣・中央銀行総裁会議における県産食

材等のPRに要する経費 8,517
(   0) ○ 第10回海外福岡県人会世界大会の開催に要する経費

　開催地：福岡市ほか

20,495 
○ アジア諸地域との友好交流事業等に要する経費 4,342

　 対象地域：タイ（バンコク都）
　　　　　　　   インド（デリー準州）

(7,899) 　　　　　　　　 ベトナム（ハノイ市）

15,241 
○ バンコク都とのデジタルコンテンツ分野における青少年

交流に要する経費 566
○ デリー準州との文化遺産分野における交流に要する経

費 4,499
○ タイ王国との文化交流に要する経費 5,834
○ ＮＰＯ・ボランティアセンターの運営に要する経費 15,364
○ ふくおか共助社会づくり表彰の実施に要する経費 50

15,736 
○ 市町村におけるＮＰＯとの協働促進のための支援に要す

る経費 322
(29,982) ○ 地域課題に取り組むＮＰＯ活動の支援に要する経費 15,173

○ ＮＰＯと企業との協働事業の実施に要する経費 1,131
16,304 
(37,108) ○ 県民文化祭の開催に要する経費

36,043 
○ 障がいのある人による美術作品の展示会開催に要する

経費 2,735
(17,108) ○ 障がい者アートの普及イベントの開催に要する経費 1,054

○ 「障がい者芸術祭」の開催に要する経費 3,718
16,291 ○ 障がいのある人の芸術文化活動に対する助成 3,500

○ 障がいのある人の芸術文化活動の支援拠点の運営に要
する経費 5,284

(671,856) ○ 九州国立博物館（アジア文化交流センター）の管理運営
に要する経費

561,020 
○ 「『神宿る島』宗像・沖ノ島と関連遺産群」 42,753

・保存活用協議会及び専門家会議の開催に要する経費 1,762
・福津市が行う構成資産の史跡整備等に対する助成 33,120

(69,753)
・[新]海の日に行う遺産群周遊イベントの開催等に要す
る経費 5,012
・広報啓発活動費等 2,859

50,752 ○ 「明治日本の産業革命遺産」 7,999
・構成資産等を周遊するスタンプラリーの実施に要する
経費 2,481
・大牟田市が行う構成資産の史跡整備に対する助成 1,800
・三池港来訪者対応等に要する経費 3,718

○ スポーツ団体等の事業に対する助成 4,201

(5,201)
[新]世界フィギュアスケート国別対抗戦2019大会の開催に対

する助成 10,000
　時　期：平成31年4月

[新]第103回日本陸上競技選手権大会の開催に対する助成 40,000
　時　期：平成31年6月

○ 障がい者スポーツトップアスリートの発掘・育成に要する
経費 31,330

○ 福岡県障がい者スポーツ協会事業費に対する助成 19,619
(93,734) ○ 障がい者スポーツ事業費 5,548

○ スポーツ教室開催費 12,517

90,754 
○ 特別支援学校を拠点に行う障がい者スポーツ活動の実

施に要する経費 6,340
○ パラリンピック競技体験イベントの実施に要する経費 3,201
○ 県民体育大会における障がい者の部の運営等に要する

経費 12,199
(214,817) ○ 大会の開催に伴う組織委員会への分担金 133,330

○ 福岡大会開催に要する経費 551,896
685,226 
(118,111) ○ 福岡県男女共同参画センターの運営に要する経費

120,812 

人

づ

く

り

・

県

民

生

活

部

文化振興課

５ １ ２

空港整備課 ２

５ １ ２

福岡県男女共同参画
センター運営費

九州国立博物館運営費

世界文化遺産保存・活用
事業費

北九州空港対策費
(448,130)

145,342 

障がい者芸術文化活動
推進費

(19,967)

ＮＰＯが活躍する
共助社会推進費

ラグビーワールドカップ
2019福岡開催費

２ ３

７

障がい者スポーツ推進費

スポーツ推進助成費

アジア地域連携促進
事業費

県民文化祭開催費

福岡県ＮＰＯ・ボランティア
センター事業費

北九州空港国際線定着
促進費

福岡の魅力発信強化費

第１０回海外県人会世界大
会事業費

企

画

・

地

域

振

興

部

国際政策課 ２ ２ ７

地 域 課 ２ ２

社 会 活 動
推 進 課

５ １ １

５

男 女 共 同
参画推進課

ス ポ ー ツ
振 興 課

１ ２

54,201 
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（単位：千円）

課　名 科　目 事　　項　　名 予　算　額 説　　　　　　　　　　明
課表示 款 項 目 事項新規事項表示 予算表示 新規表示説明 予算額

部
名

(11,710) ○ 福岡犯罪被害者総合サポートセンターの運営等に要す
る経費

11,169 

(47,615)
○ 「性暴力被害者支援センター・ふくおか」の運営等に要

する経費 36,587
○ 女性・子どもの安全・安心まちづくり推進に要する経費 858

43,095 ○ 市町村が行う性犯罪防止のためのカメラ設置に対する助
成 5,650

○ 飲酒運転撲滅運動の推進に関する条例の施行に要する
経費
・飲酒運転撲滅に向けた広報啓発費 11,383

(33,026) ・飲酒運転者やその家族に対する相談窓口の運営等に
要する経費 2,973

36,269 ・事業所、飲食店等の取組促進費 21,164
・飲酒運転撲滅連絡会議運営費 219
・飲酒運転撲滅活動アドバイザーの派遣等に要する経
費 530

○ 私立高等学校運営費補助金 10,230,611
(45,595,351) ○ 私立高等学校等就学支援金交付金 8,150,592

○ 私立小・中学校運営費補助金 1,569,189
26,206,412 ○ 私立幼稚園運営費補助金 5,326,953

○ 私立高等学校等奨学給付金 929,067
(531,331) ○ 私立幼稚園、私立小・中・高等学校の耐震化に対する助

成
303,565 

○ 青少年インターネット適正利用推進協議会の運営に要
する経費 172

○ 生徒参加型情報モラル学習のための校内研修に対する
講師派遣等に要する経費 4,015

[新]自画撮り被害防止啓発に要する経費 2,079
○ ネットパトロール専門相談窓口の設置に要する経費 601

(30,594) ○ 健康づくり団体・事業所宣言の登録推進に要する経費 6,438
○ 健康づくり県民運動情報発信サイトの運営に要する経費 2,452

8,890 
(   0) ○ 災害派遣精神医療チーム運営委員会設置・運営費 113

○ 隊員の養成研修に要する経費 209
6,128 ○ 活動に必要な資機材の整備等に要する経費 5,806

○ 地域における連携促進に要する経費 336,602
・病床機能分化・連携促進費 190,779
・がん診療施設設備整備費 139,180
・がん患者等医科歯科連携整備費 6,643

○ 在宅医療サービスの充実に要する経費 549,907
・在宅医療提供体制充実強化事業費 301,320
・小児等在宅医療推進費 45,294
・デイホスピス定着促進事業費 37,426
・在宅医療・介護連携従事者支援事業費 34,684

(4,036,158) ・在宅医療推進のための情報集積システム開発事業費 11,698
・地域在宅医療支援センター機能強化事業費 9,953

1,371,491 ・健康長寿のための医療・介護の拠点づくり事業費等 109,532
○ 医師等の確保・養成に要する経費 276,890

・寄附講座設置事業費 190,000
・小児救急医療電話相談事業費 45,868
・女性医師確保支援事業費 854
・緊急医師確保対策奨学金等 40,168

○ 看護師等の確保・養成に要する経費 208,092
・新人看護職員研修等事業費 99,926
・ナースセンターサテライト事業費 53,886
・看護補助者確保支援事業等 54,280

(73,325,745) ○ 医療給付費負担金 20,061,998
○ 高額医療費負担金 1,166,886

21,228,884 
(49,782,096) ○ 国民健康保険財政運営の安定化を図るための特別会計

への繰出金

10,354,109
(371,550,372) ○ 市町村が負担する保険給付費等に対する助成

120,722,409 

人

づ

く

り

・

県

民

生

活

部

保

健

医

療

介

護

部

10

４

10

１

３ ５ １

犯罪被害者支援費

飲酒運転撲滅運動推進費

９ ２

私立学校振興対策費

性犯罪対策費

国民健康保険助成費

２
３

地域医療総合確保事業費

後期高齢者医療負担金

国民健康保険
保険給付費等交付金

特別会計

３

３ ５ ２

青少年ネット適正利用
推進費

生活安全課

私立学校耐震化促進費

１ ２

２ ２

健康増進課

医療指導課

高齢者地域
包 括 ケ ア
推 進 課

医療保険課

３

10

私学振興課

青 少 年
育 成 課

５

３ ２ ５

(8,561)

6,867 

健康づくり県民運動事業費

[新]
災害派遣精神医療チーム
整備費
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（単位：千円）

課　名 科　目 事　　項　　名 予　算　額 説　　　　　　　　　　明
課表示 款 項 目 事項新規事項表示 予算表示 新規表示説明 予算額

部
名

○ 地域密着型サービス施設の整備等に対する助成 2,454,547
○ 介護従事者の確保・養成に要する経費 355,090

・介護人材確保・定着促進ネットワーク事業費 3,714
・介護職理解促進費 38,350
・中山間地域介護人材バンクモデル事業費 2,456
・介護人材養成・就職支援事業費 21,689

(2,800,597) ・介護従事者キャリアアップ研修支援費 55,407
・認知症ケアのための人材養成費 81,074

2,809,637     ・生活支援・介護予防担い手養成費 18,140
・介護職員等技能向上支援費 20,904
・権利擁護人材養成費 27,164
・潜在介護福祉士再就業促進費 6,433
・職場環境改善促進費 46,226
・介護ロボット導入支援費 21,066
・介護職員キャリアパス構築支援費 12,467

(56,439,286) ○ 介護給付等に要する費用の法定負担金

19,780,212 
(50,000) ○

50,000 
○

74,226
○

825,000
(   0) ○ 被災者生活再建支援基金への出資金

　 出資総額 ： 400億円（全国）

1,487,985 
○ 市町村が実施する地域子ども・子育て支援事業に対す

る助成
・保育施設等の利用者に対する相談支援事業 24,731
・延長保育事業 123,271

(1,582,261) ・低所得世帯に対する給食費等支援事業 1,051
・多様な事業者の参入促進・能力活用事業 8,196

544,068 ・子育て短期支援事業 3,073
・地域子育て支援拠点事業 117,460
・一時預かり事業 128,760
・病児保育事業 119,396
・ファミリー・サポート・センター事業 18,130

○ 保育所職員の研修等に要する経費
・一般保育研修事業等 10,453
・認定こども園職員研修事業 1,733
・子育て支援員認定研修事業 3,609
・保育士の離職防止対策事業 1,506
・保育士等キャリアアップ研修事業 31,780

71,341 
・キャリアアップ研修を受講する保育士等の代替職員の
配置に対する助成 10,247
・保育士就職支援センターが行う保育士の復職支援事
業 8,727
・保育士有資格者の求職や保育所等の求人を登録する
システムの運用に要する経費 3,286

○ 保育給付に要する費用の法定負担金
・保育所 5,566,114
・認定こども園 1,008,853
・小規模保育等 685,367

(2,092,257) ○ 認定こども園等の整備に対する助成

1,378,566 
○ 24時間・365日相談体制機能強化事業費 18,518
○ 法的対応機能強化事業費 1,278
○ 児童虐待再発防止カウンセリング等強化事業費 375
○ 相談支援体制強化事業費 786
○ 親子のきずな再生事業費 1,138
○ 児童相談所警察官活動費 242
○ 児童家庭支援センター助成費 14,751
○ 児童相談所職員及び関係機関等に対する研修会開催

費等 6,300
○ 児童福祉司の任用後研修等に要する経費 2,118

(5,156,102) ○ 子ども医療費

1,761,484 

保

健

医

療

介

護

部

福

祉

労

働

部

児童家庭課

３

５

被災した住宅の再建のために受ける融資の利子相当額
の助成

災害救助費
(1,035,924)

九州北部豪雨の被災者に対する応急仮設住宅（借上
型）の提供に要する経費

899,226 
災害に備え平時から措置しておく応急仮設住宅の建設
等に要する経費

被災者住宅再建支援費

被災者生活再建支援費

保育所職員等研修費

介護給付費負担金

認定こども園等整備費

児童虐待防止対策費

地域子ども・子育て支援
事業費

３３

地域介護総合確保事業費

５

５
６

(117,394)

保育給付費負担金

子ども医療対策費

(21,020,725)

7,260,334 

(58,644)

45,506 

３
３

３

３

２

１

２

１

５ ３

福祉総務課

子 育 て
支 援 課

介護保険課

高齢者地域
包 括 ケ ア
推 進 課

介護保険課

３

２

５ ３

５

５

５ ６ ２
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（単位：千円）

課　名 科　目 事　　項　　名 予　算　額 説　　　　　　　　　　明
課表示 款 項 目 事項新規事項表示 予算表示 新規表示説明 予算額

部
名

(1,591,585) ○ ひとり親家庭等医療費

551,729 

(426,046)
○ 母子家庭の母及び父子家庭の父並びに寡婦に対する

経済的自立を図るための貸付金
・貸付金 198,954
・事務費 9,542

○ ホームヘルパー派遣事業費負担金 996,318
○ 短期入所事業費負担金 139,861
○ 共同生活援助事業費負担金 550,106
○ 相談支援事業費負担金 108,198
○ 障がい者施設訓練等給付費負担金 6,472,516

(2,617,251) ○ 重度障がい児（者）医療費

877,924 
○ 自立相談支援事務所の運営に要する経費 73,879
○ 住居確保給付金の支給に要する経費 504
○ 家計改善支援に要する経費 21,720
○ 就労準備支援に要する経費 20,145
○ 子ども支援オフィスの運営に要する経費 43,243
○ 生活に困窮する子育て世帯に対する一時的な住居の提

供に要する経費 1,373
○ 福岡県子どもの貧困対策推進会議の運営に要する経費 69

(37,398) ○ 若年無業者等に対する心理相談、基礎能力習得講座、
就労体験等に要する経費

38,087 
○ 若者しごとサポートセンターの運営に要する経費 70,679
○ 個別就職相談、就職支援セミナー開催等に要する経費 77,685
○ 協定締結した県外大学における就職相談会へのアドバ

イザー派遣に要する経費 2,197
○ 協定締結した県外大学における合同会社説明会等の開

催に要する経費 5,399
(44,718) ○ 個別就職相談等に要する経費 30,188

35,281 
○ 関西圏在住者に対するＵＩＪターン就職促進に要する経

費 5,093
(53,781) ○ 中高年就職支援センターの運営に要する経費 13,033

○ 個別就職相談、就職支援セミナー開催等に要する経費 41,935
54,968 
(57,662) ○ 子育て女性就職支援センターの運営に要する経費 7,618

46,452 
○ 職業紹介及び県内４地域での合同会社説明会開催に

要する経費 38,834
○ 70歳現役社会推進協議会の運営等に要する経費 302
○ 70歳現役応援センターの運営及び啓発事業等に要する

経費 86,195

157,130 
○ 70歳現役応援センターによる就業・社会参加支援等に

要する経費 65,450
○ 介護分野等における求人開拓・職業紹介を行うためのア

ドバイザー配置に要する経費 5,183
○ 養成訓練費 2,432
○ 職業転換訓練費 30,826
○ 地域就業対策訓練費 9,987
○ 企業実習一体型職業訓練費 819

(2,017,673) ○ 民間委託による情報技術等の職業訓練の実施に要する
経費 634,373

659,247 ○ 巡回就職支援指導員等の配置に要する経費 24,874

(43,584)
○ 産業用ロボットに関する研修及びビジネスマナー講習の

実施に要する経費 1,383

8,483 
○ 民間託児施設を活用した託児サービスの無償提供に要

する経費 3,696
○ 体験入校の実施、訓練生募集広報の充実に要する経費 3,404

(151,409) ○ 障害者職業能力開発校運営費 53,684
○ 身体障がい者等職業訓練費 23,647

77,331 
(46,798) ○ 国際環境協力事業費 10,895

○ 国際環境人材育成事業費 17,578
28,739 ○ アジア自治体間環境協力会議の運営に要する経費 266
(21,970) ○ 測定局の耐震化・機能強化に要する経費

147,792 
(203,308) ○ リサイクル総合研究事業化センターの運営に要する経費 170,636

○ リサイクルシステムの開発・実用化に向けた産学官共同

206,636 研究に要する経費 36,000

環

境

部
循環型社会
推 進 課

７

新 雇 用
開 発 課

保 護 ・
援 護 課

障 が い
福 祉 課

環境保全課

５ ７

４ １

４ １

３

５

５ ９

５

職 業 能 力
開 発 課

災害時大気環境観測体制
強化費

１

５ ８

リサイクル総合研究
事業化センター推進費

高等技術専門校魅力拡大
事業費

208,496 

(117,962)

116,248 

(158,166)

(150,142)

44,064 

(46,052)

44,685 

７０歳現役社会推進費

(23,336,161)

アジア自治体間環境協力
推進費

高等技術専門校
職業訓練費

若者しごとサポート
センター事業費

３０代チャレンジ応援
センター事業費

中高年就職支援
センター事業費

２

１

子育て女性就職支援
センター事業費

若者自立支援費

求職者技能習得訓練費

２

障がい者職業訓練費

１

子ども支援オフィス運営費

母子父子寡婦福祉資金
貸付事業費

重度障がい児（者）医療
対策費

生活困窮者自立支援費

障がい福祉サービス
事業費

ひとり親家庭等医療
対策費

１

５

２
３

２

５

４

６

特別会計

(153,401)

155,960 

8,266,999 

福

祉

労

働

部

児童家庭課

５ ６ ２

４ １ １

５

労働政策課

環境政策課
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（単位：千円）

課　名 科　目 事　　項　　名 予　算　額 説　　　　　　　　　　明
課表示 款 項 目 事項新規事項表示 予算表示 新規表示説明 予算額

部
名

(18,478) ○ 食品ロス削減県民運動の展開による普及啓発等に要す
る経費

13,473 
○ 安定型最終処分場の埋立廃棄物の定期的な掘削調査

に要する経費 6,607
○ 中間処理施設に対する監視指導強化のための情報シス

テムの運用等に要する経費 3,665
○ 休日・夜間における監視パトロールの実施に要する経費 27,323
○ 赤外線カメラ搭載ドローンを活用した監視指導強化に要

する経費 7,188
(33,646) ○ 長期化している産業廃棄物の不適正処理事案の解消に

向けた調査等に要する経費

48,871 
(4,826) ○ 希少野生動植物の生息・生育調査の実施等に要する経

費

2,275 
○ 地域協議会の運営等に要する経費 763
○ 国と地方の協議会及び特区の進捗状況調査に要する経

費 1,306
○ 特区活用セミナー開催費 139

(40,000) ○ 特区事業者と直接取引を行う中小企業の設備投資に対
する助成

40,000 
(107,641,101) ○ 融資枠　　　　　　 6,884億円

中小企業振興資金融資費 うち新規融資枠　3,285億円
107,655,000 

(債務負担行為) 2,813,000 ○ 信用保証協会に対する損失補償

(3,631,779) ○ 商工会、商工会議所、商工会連合会の指導員等(462
人)、記帳専任職員(162人)の人件費及び指導事業費等

3,619,720 補助金
(138,078) ○ 中小企業振興センターでの専門家派遣等に要する経費 131,869

136,234 
○ 「よろず支援拠点」を活用した地域中小企業支援協議会

の支援体制強化に要する経費 4,365
(45,794) ○ 福岡アジアビジネスセンターの運営に要する経費

12,152 
○ フクオカベンチャーマーケット開催費 3,298

(41,763) ○ ベンチャーサポートセンター事業費 9,061

18,852 
○ ベンチャー企業等による大企業へのビジネス提案支援

に要する経費 3,460
○ ＩＰＯチャレンジゼミナールの開催に要する経費 3,033

(42,721)
○ 経営革新を行う企業の資金調達に必要な第三者機関に

よる評価に要する経費 3,602
○ 中小企業が策定した経営革新計画の実行に対する助成 2,505
○ 経営革新計画策定指導員の設置等に要する経費 9,511

(13,074) ○ 中小企業が行う自社固有の技術を活用した新製品開発
に対する助成

10,073 
(47,009) ○ 福岡県プロフェッショナル人材戦略拠点の運営に要する

経費
41,039 

(44,165)
○ 県内企業によるＩｏＴを活用した新たな製品・サービスの

開発支援に要する経費 15,401

32,681 
○ 「ＩｏＴビジネスフォーラム福岡」の開催等ビジネスマッチン

グに要する経費 14,777
○ ＩｏＴ技術者向けセミナーの開催等に要する経費 2,503
○ 地元企業参入のための部品・製品開発等の支援に要す

る経費 30,000
○ 地元企業参入のためのアドバイザー派遣に要する経費 1,990

(65,105) ○ エネファーム分野への地元企業参入のための技術提案
会開催等のビジネスマッチングに要する経費 2,187

47,362 ○ 地元企業参入のための人材育成支援に要する経費 96
○ 再生可能エネルギーによる高効率な水素製造技術の研

究開発支援に要する経費 10,000
○ 福岡水素エネルギー戦略会議運営費等 3,089
○ 軽量Ruby大賞及び福岡ビジネス・デジタル・コンテンツ

賞に要する経費 3,715
(32,480) ○ 軽量Rubyによる製品開発支援に要する経費 8,720

29,837 
○ 軽量Ruby普及・実用化促進ネットワークの運営に要する

経費 2,367
○ 見本市出展支援、ビジネスマッチング等に要する経費 10,329
○ 福岡県Ruby・コンテンツビジネス振興会議運営費等 4,706

環

境

部

監視指導課

産業廃棄物
監視指導強化費

経営革新支援費
15,618 

(59,479)

44,783 
４

ＩｏＴ関連産業振興費

水素エネルギー戦略
推進費

２

ものづくり中小企業新製品
開発支援費

福岡県プロフェッショナル
人材戦略拠点事業費

中小企業総合支援費

３

２

福岡アジアビジネス
センター事業費

ベンチャー育成事業費

１

小規模指導事業費

不適正処理現場改善費

食品ロス削減推進費

Rubyビジネス・コンテンツ
産業振興費

(4,148)

2,208 

自然共生社会推進費

７

７

７

７

７

中 小 企 業
振 興 課

中 小 企 業
技術振興課

７

２

２ ２

１

１

１

１

新 産 業
振 興 課

新 事 業
支 援 課

２ ６

６

１

１

４

７

２

１ ３

グリーンアジア国際戦略
総合特区推進費

グリーンアジア国際戦略
総合特区中小企業設備
投資促進費

商

工

部
７

商工政策課

自然環境課 ４

循環型社会
推 進 課

４ １ １
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（単位：千円）

課　名 科　目 事　　項　　名 予　算　額 説　　　　　　　　　　明
課表示 款 項 目 事項新規事項表示 予算表示 新規表示説明 予算額

部
名

○ 地域企業製品開発等支援費 6,129
○ 販路開拓支援等に要する経費 8,728
○ ロボット・システム開発センター事業費 92,086
○ 三次元半導体研究センター事業費 11,797
○ 社会システム実証センター事業費 4,371
○ プロジェクト推進産学官連携会議運営費等 11,814
○ 新製品・新技術創出研究開発の支援に要する経費 26,267

(195,101)
○ バイオ産業振興プロデューサによる研究開発支援等に

要する経費 7,486
○ 機能性表示食品開発の支援等に要する経費 11,304

130,992 ○ 理化学研究所と地域大学・企業との連携による革新的な
機能性表示食品等の開発支援に要する経費 84,854

○ バイオ産業拠点推進会議運営費等 1,081
○ 九州大学が企業と共同で行う医療機器の開発支援に要

する経費 7,130
○ 飯塚病院等と連携した医療福祉機器の開発支援に要す

る経費 10,912
(55,055) ○ 医療機器製品の医薬品医療機器等法認証取得の支援

に要する経費 7,047

30,132 
○ 医療用ソフトウェアの規制及び単回使用医療機器の再

製造に関するセミナーの開催に要する経費 628
○ ふくおか医療福祉関連機器開発・実証ネットワークの運

営及び専門家によるアドバイス等に要する経費 1,970
○ 医療福祉機器関連産業への参入を目指す中小企業の

人材育成に要する経費 2,445
(28,933) ○ 有機光エレクトロニクス実用化開発センター事業に要す

る経費 6,215
14,418 ○ 地元企業参入のための製品開発等に対する助成 8,203

○ アドバイザーを活用した地元企業の取引拡大支援に要
する経費 15,651

○ 専門家による電子・電装系分野への参入支援に要する
経費 5,089

(97,996) ○ 電子・電装系分野参入のための展示会出展支援等に要
する経費 2,351

○ 電子・電装系部品商談会開催に要する経費 209
○ 自動運転ビジネス研究セミナーの開催に要する経費 830

31,336 ○ 部品研究会の開催に要する経費 1,407
○ 地元理工系大学生等と開発現場技術者との交流会開催

に要する経費 66
○ FCVの理解促進活動に要する経費 2,512
○ 北部九州自動車産業アジア先進拠点推進会議運営費等 3,221

(9,793) ○ 航空機関連企業への誘致活動等に要する経費 580
○ アドバイザー派遣及び商談会出展等に要する経費 907

5,990 ○ 参入を目指す企業グループの研究会等に対する助成 4,503

(22,449)
○ 試合開催県等が連携して行う現地プロモーションに要す

る経費 5,981
　 　 対象地域：フランス
○ ミシュランガイド英語サイトの改訂に要する経費 9,534

(   0) ○ 被災者の営農再開と産地の復興を支援するための「複
合経営園地」の整備に要する経費

10,588 
○ 農林漁業の応援団の募集・登録等に要する経費 24,623

(40,191) ○ 応援の店の料理長を対象とした県産食材活用セミナー・
産地ツアーの実施等に要する経費 1,518

30,327 ○ 薬膳の考え方を取り入れた県産食材の活用メニューの
作成等に要する経費 4,186

○ 海外マーケットにおける販売促進フェアの開催等に要す
る経費 38,432

(70,024) ○ 海外の残留農薬基準等に対応するための展示ほの設置
等に要する経費 495

40,991 ○ 海外での九州・山口一体となった販売促進フェアの開催
に要する経費 2,064

○ アンテナレストランの運営に要する経費 19,009
(148,819) [新]アンテナレストランを活用した首都圏での「福岡の食」の

魅力発信の強化に要する経費 16,729
45,738 ○ 県産酒のPR及びバイヤーの招へいによる商談を行う「＆

SAKE FUKUOKA」の開催に要する経費 10,000

(1,462,000)
○ 園芸産地の育成、雇用型経営導入、６次産業化推進及

び園芸施設の長寿命化対策等を図るための生産流通施
設の整備等に対する助成 1,444,164

○ 八女茶に係る生産流通施設の整備等に対する助成 12,000
○

127,046
○

76,262

1,456,164 

農作業集約化及び生産規模拡大に取り組む担い手が
行う機械導入に対する助成

203,308 
米を取り入れた経営一元化に取り組む法人等が行う機
械導入に対する助成

(217,882)

(155,296)

134,925 

医療・福祉機器関連産業
振興費

２
活力ある高収益型
園芸産地育成事業費

７

２ ３

「福岡の食」魅力発信
事業費

２

１

３

「いただきます！福岡の
おいしい幸せ」県民運動
強化費

水田農業担い手機械
導入支援費

１

ロボット・システム産業
振興費

航空機産業振興費

ラグビーワールドカップ
2019観光プロモーション
推進費

１

バイオ産業拠点化推進費

１

有機光エレクトロニクス
実用化開発センター
事業費

15,515 

農

林

水

産

部

企業立地課

農 林 水 産
政 策 課

輸出促進課

経 営 技 術
支 援 課

園芸振興課

７

６

６

福 岡 の 食
販売促進課

６

６

１ １

１

１

６

観光振興課 ７

７

新 産 業
振 興 課

２

水 田 農 業
振 興 課

６

食の安全・
地産地消課

１

６

北部九州自動車産業
アジア先進拠点推進費

県産農林水産物輸出
促進費

九州北部豪雨
被災産地復興支援費

[新]

商

工

部

２
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（単位：千円）

課　名 科　目 事　　項　　名 予　算　額 説　　　　　　　　　　明
課表示 款 項 目 事項新規事項表示 予算表示 新規表示説明 予算額

部
名

○
187,858

○
173,277

○
21,620

○
601

○ 就農マッチングセンターの運営等に要する経費 807
○ 就農里親がマンツーマンで行う新規就農者への技術指

導に対する助成等 1,383
○ 農業次世代人材投資資金の交付 1,050,011
○ 鳥獣被害防止のための侵入防止柵の整備等に対する

助成 758,120
○ 広域の専門捕獲隊編成に対する助成等 7,698
○ 地域ぐるみの有害鳥獣対策モデル集落への支援等 13,237

783,072 
○ 市町村が行う鳥獣被害対策実施隊員等の養成に対する

助成 1,263
○ 県内獣肉処理加工施設の連携による流通体制の構築等

に対する助成 2,754
○ 生産規模の拡大等に必要な施設・機械の整備等に対す

る助成 30,222
○ 経営安定制度への加入促進のための生産者負担金に

対する助成 5,124
○ 「博多和牛」の肥育技術向上及び繁殖雌牛の人工授精

の支援に要する経費 9,592
(8,851,495) ○ 農業生産基盤整備費 1,894,085

○ 農村整備費 1,423,651
5,436,826 ○ 農地等保全管理事業費 2,119,090
(3,105,120) ○ 農村環境整備費 1,714,767

○ 土地改良事業実施計画費 148,305
1,863,072 
(6,791,313) ○ 造林事業費 433,363

○ 林道事業費 875,378
4,790,474 ○ 治山事業費 3,481,733

○ 造林事業費 33,326
○ 林道事業費 391,427
○ 治山事業費 451,287
○ 林業施設整備費 3,704
○ 県産木材の供給拡大を図るための主伐に対する助成等 25,552

(66,061)
○ 生産性向上のための主伐の作業効率化研修の実施に

要する経費 1,382
○ 県産木材の利用拡大を図るための木造・木質化建築物

の表彰等に要する経費 5
36,957 ○ 県産材家具の商談会への出展に対する助成 6,237

○ 民間や市町村施設に県産木材利用を提案するアドバイ
ザー派遣等に要する経費 3,781

(171,087) ○ 被害松林における造林補助金等

69,350 
(1,251,561) ○ 森林環境税を活用した強度間伐や広葉樹の植栽等に要

する経費
421,795 
(93,825) ○ 森林環境税を活用した森林づくり活動に対する助成 26,424

○ 森林の重要性や事業計画の情報発信等に要する経費 10,243
46,667 ○ 市町村が行う展示効果の高い森林整備に対する助成 10,000
(20,163) ○ アサリ、アワビ、アカモク及びアユの資源づくり推進に要

する経費
9,585 

(3,899,784) ○ 沿岸漁場整備開発費 2,421,950
○ 漁港整備費 676,444

3,098,394 
(341,690) ○ 水産業振興対策事業費 110,407

○ 漁港施設改修費 94,607
205,014 

(   0) ○ 災害発生時に迅速かつ安全に被害状況を把握するため
のドローン導入に要する経費

6,331 
３ ○ 道路事業費 19,405,191
４ ○ 河川事業費 12,652,812

○ 砂防事業費 4,406,637
１ ○ 海岸事業費 525,463
２ ○ 港湾事業費 723,320
３
４

４ ２

農地の出し手に対する機構集積協力金の交付（10年以
上の貸付）

県産材シェア倍増対策費

松くい虫被害対策費

37,713,423 

(1,466,240)

879,744 

(784,563)

(108,178)

44,938 

(701,044) 農地中間管理機構が行う農地賃借・売買業務に対する
助成

県単独による農地の出し手に対する農地集積交付金の
交付（3年以上の貸付）

22,221 担い手が取り組む経営基盤の強化に資する取組への助
成

(33,800)

５ 林業施設公共事業費

(1,063,151)

1,052,201 

361,135 

４

農林水産物鳥獣被害
防止対策費

２

農業農村整備公共事業費

農業農村整備
県単公共事業費

３
４

水産施設公共事業費

[新]

ふくおかの畜産競争力
強化費

農地中間管理機構事業費

(52,892,767)

企 画 課
２
３
４

１
１
１

８

３

６

農

林

水

産

部

畜 産 課

農 山 漁 村
振 興 課

農 村 森 林
整 備 課

漁業管理課

農 山 漁 村
振 興 課

農 村 森 林
整 備 課

林業振興課

６

６

６

６ ３ ２

２
３
４

６

６

林業振興課

５

道路維持課

外 ５ 課
８

６ ６ ２

水産振興課

６ ６
２
８

６ ５ ５

３
５

２

経 営 技 術
支 援 課

６ １ １

県

土

整

備

部

６ ６
２
７

荒廃森林再生費

県民参加の森林づくり
推進費

水産資源づくり推進費

林業施設県単公共事業費

２
５

２
２
７

水 田 農 業
振 興 課

６

土木施設公共事業費

災害初期対応強化費

力強い水田農業
確立事業費

水産施設県単公共事業費

若者の農業参入
定着支援費

２ ３

５
２
３

５
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（単位：千円）

課　名 科　目 事　　項　　名 予　算　額 説　　　　　　　　　　明
課表示 款 項 目 事項新規事項表示 予算表示 新規表示説明 予算額

部
名

１ ○ 道路事業費 11,161,309
２ ○ 河川事業費 2,579,099

２ ３ ○ 砂防事業費 1,605,513
４ ○ 海岸事業費 158,923
５ ○ 港湾事業費 136,139

１
２
３
４

４ ２
(1,280,000) ○ 福岡北九州高速道路公社に対する出資金

361,500 
(10,387,421) ○ 29年災 12,387,862

○ 30年災 580,617
16,288,479 ○ 現年災見込 3,320,000

(6,915) ○ 水道事業の基盤強化・広域化に取り組む市町村等に対
する支援に要する経費

5,000 
(3,693,600) ○ 苅田港埠頭用地造成事業費 105,700

○ 苅田港新松山地区臨海工業団地造成事業費 1,272,600
1,745,400 ○ 三池港コンテナヤード拡張費 367,100
(1,212,951) ○ 市街地再開発事業費補助金

606,260 
１ ○ 宅地耐震化推進費 38,598

５ ３ ○ 街路事業費 5,914,545
４ ○ 都市公園事業費 726,648

○ 公営住宅建設事業費 3,590,269

１ ○ 土地区画整理事業費 300
２ ○ 街路事業費 2,148,057
３ ○ 都市公園事業費 379,200
４

(200,000) ○

270,965 
○ 九州北部豪雨の被災者が仮設住宅等から移転する際の

引越費用に対する助成 40,800
○ 九州北部豪雨の被災者が民間賃貸住宅へ入居する際

の初期費用に対する助成 14,400
(1,060,230) ○ 朝倉市、東峰村から受託する災害公営住宅等の整備に

1,382,106 

要する経費

○ 御笠川那珂川流域下水道事業費 8,283,377
○ 多々良川流域下水道事業費 3,061,312
○ 宝満川流域下水道事業費 1,386,862

(23,242,732) ○ 宝満川上流流域下水道事業費 541,931
○ 筑後川中流右岸流域下水道事業費 919,116

17,568,794 ○ 遠賀川下流流域下水道事業費 1,529,095
○ 矢部川流域下水道事業費 695,267
○ 遠賀川中流流域下水道事業費 1,151,741
○ 明星寺川雨水流域下水道事業費 93

(債務負担行為) 3,554,800 

(805)
○ 交番における外国人対応のための翻訳機能付タブレット

の運用等に要する経費 673

1,393 
[新] 110番通報にかかる多言語対応コールセンターの設置に

要する経費 720
(   0) ○ 参加国閣僚等の身辺の安全及び会議の円滑な進行を

確保するための警備対策に要する経費

293,030 
(   0) ○ SNS等を活用した効果的な採用募集勧奨活動に要する

経費 4,990
8,933 ○ 警察署における女性専用施設の整備に要する経費 3,943
(   0) ○ 認知機能検査予約受付コールセンターの設置及び高齢

者講習等管理システムの導入に要する経費

68,192 

(46,693)
○ 指導取締りの強化のための資機材リース及びデジタル

式飲酒検知器の運用に要する経費 13,979

14,861 
○ 飲酒運転等の危険性を体験できるバーチャルリアリティ

動画を活用した交通安全教育の実施に要する経費 882

(15,520,077)

土木災害復旧事業費

天神中央公園西中洲エリアの再整備やリニューアル
オープンイベントの実施に要する経費

(26,121,404)

15,640,983 
３

多言語対応機能強化費

土木施設県単公共事業費

都市高速道路事業費
（福岡高速道路）

[新]

水道事業基盤強化・
広域化支援費

港湾整備事業費

Ｇ２０福岡財務大臣・中央
銀行総裁会議警備費

[新]
女性警察官採用・登用拡
大事業費

高齢運転者対策推進費

飲酒運転撲滅対策費

[新]

住宅被災者自力再建促進
事業費

下 水 道 課 特別会計

１

１

流域下水道事業費

都市施設公共事業費

公園街路課

市街地再開発事業費

県営住宅課 ８ ６ ２
九州北部豪雨
公営住宅建設受託事業費

道路建設課

４

８

都市計画課

公園街路課

県営住宅課

港 湾 課 特別会計

２

８ ２

２

８

５ 都市施設県単公共事業費

天神中央公園整備費

都市計画課 ８

(   0)

55,200 

10,270,060

(4,446,194)

2,527,557 

８ ５

６

２

２
４

１

５

８

９ １

９ １

９ ２

９ １

県

土

整

備

部

警

察

本

部

警 察 本 部

１
２

６

８

住宅計画課

２ ３

水 資 源
対 策 課

河川管理課

港 湾 課
11

８

建

築

都

市

部

都市計画課

公園街路課
８

５

道路維持課

外 ５ 課
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（単位：千円）

課　名 科　目 事　　項　　名 予　算　額 説　　　　　　　　　　明
課表示 款 項 目 事項新規事項表示 予算表示 新規表示説明 予算額

部
名

○ 性犯罪取締り強化のための捜査用資機材の整備等に要
する経費 196

(15,389) ○ 性犯罪の被害防止に向けた広報啓発に要する経費 562

7,321 
○ 性犯罪捜査に活用する画像分析ソフトの運用に要する

経費 4,549
○ 10代･20代女性を中心に犯罪情報等を発信する防犯ア

プリ「みまもっち」の運用に要する経費 2,014
○ 指定暴力団の捜査、取締りの強化に要する経費 190,535
○ 被害者保護対策に要する経費 13,597
○ 犯罪組織の実態解明等に要する経費 602
○ 暴追センターへの警察官派遣に要する経費 6,800
○ 広報啓発活動に要する経費 311
○ 事業者等責任者講習の実施等に要する経費 12,101

(7,787,372) ○ 公立高等学校等の生徒に対する就学支援金の助成

3,066,150 
(1,141,992) ○ 公立高等学校等の生徒に対する奨学のための給付金の

1,084,576 
助成

(   0) ○ 県立高校等におけるPTA設置･管理空調の県への移管
に要する経費

269,327 
○ 県立学校におけるＩＣカードによる勤務時間管理システム

の導入に要する経費 3,249
(154,472) ○ 県立学校における校務支援システム運用に要する経費 5,859

○ 市町村が行う部活動指導員の配置に対する助成 14,400
34,356 ○ 県立学校における部活動指導員の配置等に要する経費 10,848

○ 老朽校舎改築費 2,453,242
(9,377,818) ○ 施設充実費 2,001,276

○ 体育館建設費 1,296,558
8,662,146 ○ 校地整備費 1,084,255

○ 環境整備費等 1,826,815

（債務負担行為） 2,377,890 

○ ものづくりコンテスト、高校生産業教育フェアの実施に要
する経費 2,969

(28,335) ○ ロボット競技大会等への参加作品製作に要する経費 5,832

14,213 
[新]地域のファッション業界を担う高度な知識・技能を持った

人材の育成に要する経費 2,232
○ 農業高校におけるGAP教育を通した農業人材の育成に

要する経費 3,180
○ いじめ及び不登校問題の予防・早期発見と解決を図るた

めの経費
・教育相談システム構築事業費 581

(329,109) ・子どもホットライン24相談事業費 14,046
・スクールカウンセラー活用事業費 86,465
・高等学校不適応・いじめ防止対策費 6,539

120,508 ・県立大と連携した不登校等児童生徒復帰支援に関す
る実践研究 10,000
・教育支援センターにおける学校等復帰支援プログラム
の開発 2,877

○ 福岡県学力調査の実施に要する経費
 対象：小学校５年生、中学校１・２年生

47,910

(236,226) ○ 学力強化が特に必要な市町村が実施する学力向上プラ
ンの推進に対する助成等 6,120

118,347 
○ 学力強化が特に必要な市町村への非常勤講師の派遣

に要する経費 56,235
○ 活用力育成教材集の作成及び診断テストの実施等に要

する経費 8,082
○ 総合プールにおけるターボ冷凍機更新工事等に要する

経費 217,710
(470,421) ○ 総合射撃場における屋外便所改築工事に要する経費 3,648

904,333 
○ スポーツ科学情報センターの給湯用ボイラー更新工事

に要する経費 2,586
○ 久留米スポーツセンター陸上競技場における２種公認

更新工事等に要する経費 680,389
(188,028) ○ 福岡県教育文化奨学財団の奨学金事業に対する助成

98,935 

公立高等学校等
奨学給付金事業費

社会教育課 10 １ ４ 奨学事業助成費

財 務 課

施 設 課
10 ４

２
３

県立高等学校等
空調設備設置管理費

県立体育・スポーツ施設
改修費

教員の働き方改革推進費

体 育
ス ポ ー ツ
健 康 課

10 ７

高校教育課

義務教育課
10 ４

高校教育課

ふくおか学力アップ推進費

専門高校生実践力向上
事業費

３

いじめ・不登校総合対策費

４

４
２

県立学校施設整備費

１

公立高等学校等
就学支援金交付金

(241,756)

223,946 
暴力団等組織犯罪対策費

子ども女性安全対策費

10 １ ４

５
３

10
１
７

４

１
２

義務教育課 10 １

施 設 課 10
４
５

財 務 課 １10

９ ２
警

察

本

部

警 察 本 部

教

育

委

員

会

９
１
２

２
１
２

教 職 員 課

施 設 課

体 育
ス ポ ー ツ
健 康 課
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